
⼀般社団法⼈⽇本鋳鍛鋼会における
⾃主⾏動計画フォローアップ調査について

令和５年２⽉２８⽇
⼀般社団法⼈⽇本鋳鍛鋼会



１．令和４年度フォローアップ調査結果（概要）

・調査期間︓令和４年10⽉13⽇〜11⽉18⽇
・調査企業︓⼀般社団法⼈⽇本鋳鍛鋼会の会員企業45社を対象
・回答企業︓45社（前年度45社）
・回答率︓100％（前年度100％ ）
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２．令和4年度フォローアップ調査結果（概要）

概観（改善できた点、改善の余地がある点等特筆すべき内容を記載）
✔「価格の決定⽅法」は、単価改定において協議に「応じてくれた」「応じた」が受

注側から⾒て、９５％、発注側から⾒て１００％に⾄っており、単価改定に関す
る協議は受注側・発注側双⽅で徹底されている。

✔「⼿形⽀払い」の状況は、「現⾦受け取り」「現⾦払い」の割合が増加している。
ただし、120⽇サイトの⼿形がまだ多くあり、課題が残っている。

✔「約束⼿形の利⽤の廃⽌」は、発注側では９５％が廃⽌に向けて取り組んでいる。
✔「型管理適正化」については、受注側・発注側共に「課題がない」の回答が増加し

た。「改善した（⼀部含む）」の割合は受注側にて６２％となっており、改善が
進んでいる。

✔「働き⽅改⾰」に伴う影響としては、すべての会社が「特になし」との回答で、⼤
きな課題とはならなかった。

✔「知的財産に関する適正な取引」について、全体の７４％が営業秘密化等の管理保
護を⾏っているが、さらなる促進が今後の課題。
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３．令和４年度フォローアップ調査結果と分析
重点課題に対する取組①価格の決定⽅法

【課題を踏まえた今後のアクション】
・各種委員会活動を通じて、価格交渉促進⽉間の取組、素形材ガイドラインや下請振

興基準などを周知徹底し、次年度フォローアップ調査での改善を⽬指す。
・経営者層にも理事会・総会その他幹部会議を通じて、現状認識と再度の周知徹底を

⾏う。
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３．令和４年度フォローアップ調査結果と分析
重点課題に対する取組②⽀払条件の改善

【課題を踏まえた今後のアクション】
・代⾦の現⾦払化は改善傾向にあるが、サイトの短縮化はまだ途上にある。サイトの

短縮化（６０⽇以内）の達成に向け、会員企業への周知徹底を図る。
・約束⼿形の利⽤の廃⽌に向けては、概ね取り組みが進められているがさらなる周知

徹底を⾏う。
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４．パートナーシップ構築宣⾔への取組状況等

【取組状況】
・会員企業数︓４５社（うち、資本⾦３億円超の⼤企業２３社）
・宣⾔企業数︓９社（うち、資本⾦３億円超の⼤企業８社）
・会員企業に占める宣⾔企業の割合︓１７．８％
・資本⾦３億円超の⼤企業に占める宣⾔企業の割合︓３４．８％

【今後の取組】
取り組みの周知徹底を⾏い、会員の企業価値最⼤化へ進めていく。
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５．これまでの取組（普及活動等）

・会員担当者へ向け、各種委員会にて、取り組み内容の説明といった理解活動を⾏っ
た

令和４年度※２⽉末時点 １４件（完全オンライン会議９、対⾯との併⽤５）

・⾃主⾏動計画、型管理アクションプラン・素形材取引ガイドラインについて、各種
資料のＨＰへの掲載、全会員へ配布
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６．その他取引適正化に向けた事項について

【今後の取組】
・課題共有と適正取引の推進のため、総会や理事会といった経営者層へのアプローチ

と並⾏して、会員企業同⼠の意⾒交換を含めた各担当者への周知・情報共有を各
種委員会にて⾏う。
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